
 災害等廃棄物処理事業費補助金   997百万円【平成２４年度補正】 

【参考】 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

  第22条  国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、災害その他の事由により特に必要となった廃棄物の処理を  

                 行うために要する費用の一部を補助することができる。 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 

     第25条 法第22条の規定による市町村に対する国の補助は、災害その他の事由により特に必要となった廃棄物の処 

                 理に要する費用の２分の１以内の額について行うものとする。 

○採択の範囲 

   暴風、洪水、高潮、地震その他の異常な天然現象により生ずる災害。 

平成２４年に発生した九州北部を中心とした豪雨及び竜巻、台風等の災害により必要となった廃棄物の処理等に
係る市町村（一部事務組合を含む）がその事務として行う事業について、要した経費の一部を補助することで生活
環境の保全及び公衆衛生の確保を図ることを目的とする。 

通常 阪神・淡路大震災 東日本大震災 

対象 被災市町村 被災市町村 特定被災地方公共団体 特定被災区域 左記以外 

国庫補助率 1/2 1/2 

対象市町村の標準税収入に対
する災害廃棄物処理事業費の
割合に応じて補助 
・標準税収入の10／100以下の
部分は、その額の50／100  
・標準税収入の10／100を超え
20／100以下の部分は、その額
の80／100  
・標準税収入の20／100を超え
る部分は、その額の90／100 
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